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(57)【要約】
　本発明による方法と装置は、容器状の複合パッケージ
の製造に用いる。カートンから成る少なくとも１つの層
とプラスチックから成る少なくとも１つの層とを含んで
いる複合材から成る巻取り紙状材料を折りたたみ、シー
リング継目を備えさせ、それぞれ１つの容器を形成する
ために設けられる個々の部分に分断する。前記シーリン
グ継目を、前記巻取り紙状材料を前記個々の部分に分断
する前に生成させる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　容器状の複合パッケージの製造方法であって、カートンから成る少なくとも１つの層と
プラスチックから成る少なくとも１つの層とを含んでいる複合材から成る巻取り紙状材料
を折りたたみ、シーリング継目を備えさせ、それぞれ１つの容器を形成するために設けら
れる個々の部分に分断するようにした前記方法において、
　前記シーリング継目（８）を、前記巻取り紙状材料（１）を前記個々の部分に分断する
前に生成させることを特徴とする方法。
【請求項２】
　折り目ラインの形成のため、前記巻取り紙状材料（１）に溝を形成させることを特徴と
する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記巻取り紙状材料（１）を折りたたむことを特徴とする、請求項１または２に記載の
方法。
【請求項４】
　実質的に長方形、円形、湾曲形、楕円形、角形多角形、丸形多角形のグループから選択
した横断面を備える容器を提供するために、折りたたみおよびシーリングを実施すること
を特徴とする、請求項１から３までのいずれか一つに記載の方法。
【請求項５】
　前記巻取り紙状材料（１）のプラスチック成分を溶融させることにより前記シーリング
継目（８）を形成させることを特徴とする、請求項１から４までのいずれか一つに記載の
方法。
【請求項６】
　前記シーリング継目（８）の形成を、前記巻取り紙状材料（１）を折りたたんだ後にし
て折りたたんだ構造を１つの平坦なチューブ状の形成物に統合した後に実施することを特
徴とする、請求項１から５までのいずれか一つに記載の方法。
【請求項７】
　前記シーリング継目（８）の形成を、前記巻取り紙状材料（１）を内部空間のまわりに
折りたたんだ後に実施することを特徴とする、請求項１から５までのいずれか一つに記載
の方法。
【請求項８】
　前記シーリング継目を無菌形成することを特徴とする、請求項１から７までのいずれか
一つに記載の方法。
【請求項９】
　カートンから成る少なくとも１つの層とプラスチックから成る少なくとも１つの層とか
ら構成される複合材から成る巻取り紙状材料のための搬送装置と、前記巻取り紙状材料の
ための少なくとも１つの折りたたみ装置と、シーリング継目を生成するための少なくとも
１つのシーリング装置と、前記巻取り紙状材料を、容器の形成のために設けられる個々の
部分に分割するための少なくとも１つの分断装置とを有している、容器状の複合パッケー
ジを製造する装置において、
　前記シーリング装置（７）が前記巻取り紙状材料の搬送方向において前記分断装置の前
方に配置されていることを特徴とする装置。
【請求項１０】
　前記巻取り紙状材料（１）に溝を形成させる溝形成装置が設けられていることを特徴と
する、請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記巻取り紙状材料（１）のための折りたたみ装置が設けられていることを特徴とする
、請求項９に記載の装置。
【請求項１２】
　実質的に長方形、円形、湾曲形、楕円形、角形多角形、丸形多角形のグループから選択
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した横断面を備える容器を製造するように、前記巻き紙状材料（１）を折りたたむための
前記折りたたみ装置が構成されていることを特徴とする、請求項９から１１までのいずれ
か一つに記載の装置。
【請求項１３】
　前記シーリング装置（７）がプラスチックを溶融させるように構成されていることを特
徴とする、請求項９から１２までのいずれか一つに記載の装置。
【請求項１４】
　前記シーリング装置（７）が実質的に折りたたまれた構造に作用するように構成されて
いることを特徴とする、請求項９から１３までのいずれか一つに記載の装置。
【請求項１５】
　前記シーリング装置（７）が内部空間を取り囲む空間構造に作用するように構成されて
いることを特徴とする、請求項９から１３までのいずれか一つに記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、容器状の複合パッケージの製造方法であって、カートンから成る少なくとも
１つの層とプラスチックから成る少なくとも１つの層とを含んでいる複合材から成る巻取
り紙状材料を折りたたみ、シーリング継目を備えさせ、それぞれ１つの容器を形成するた
めに設けられる個々の部分に分断するようにした前記方法に関するものである。
　また本発明は、カートンから成る少なくとも１つの層とプラスチックから成る少なくと
も１つの層とから構成される複合材から成る巻取り紙状材料のための搬送装置と、前記巻
取り紙状材料のための少なくとも１つの折りたたみ装置と、シーリング継目を生成するた
めの少なくとも１つのシーリング装置と、前記巻取り紙状材料を、容器の形成のために設
けられる個々の部分に分割するための少なくとも１つの分断装置とを有している、容器状
の複合パッケージを製造する装置にも関わる。
【背景技術】
【０００２】
　この種の複合パッケージは、１実施態様では、たとえば液状飲食物を収容するカートン
パッケージとして用いられる。広範囲の適用例としてはたとえばミルク或いはフルーツジ
ュースのパッケージとして用いられる。他の適用例によれば、たとえばスープ、ソースま
たは野菜等の食料品のパッケージが挙げられる。同様に、ばら材状生産物またはばら材成
分を含んだ生産部をパッケージする適用例もある。従って流動性生産物、ばら材状生産物
、或いは、ペースト状生産物へ適用することができる。
【０００３】
　この種の複合パッケージの製造および充填工程の実施に関しては、主に２つの異なる方
法が知られている。１つの方法によれば、容器製造と充填工程との双方を実施する装置に
、予め準備した巻取り紙状材料が供給され、個々のすべてのプロセスはこの装置内で行わ
れる。このようなプロセスコンビネーション方式の実施はコスト上の利点があるものの、
故障しやすい極めて複雑な装置になる。
【０００４】
　他の実施態様によれば、まず、折りたたまれてすでに縦溝を備えているパッケージ用半
製品が形成される。パッケージ用半製品は所定の底部領域と後のパッケージの所定上端部
領域において開口しており、平らに折りたたまれて充填装置へ搬送される。半製品はすで
に外面への印刷が終了しており、場合によっては注ぎ口を備えている。充填装置の領域で
は、通常、まず、横継目によって底部領域の密封が行われ、次に充填物の充填と、容器の
上端領域でのシーリング（切妻形状、平らな切妻形状、場合によってはフラップ蓋または
ねじ蓋を使用する）とが行われる。
【０００５】
　パッケージの半製品の形成と充填装置の設置とは場所的に切り離して行われ、場合によ
っては互いに長い距離を隔てて行われる。特に、半製品の形成をパッケージ製造業者のも
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とで行い、充填を製品製造業者のもとで行うことが可能である。
【０００６】
　パッケージ用半製品の製造は、通常、ロール状に備蓄されている巻取り紙状材料の外面
に印刷を行い、溝形成工程または折りたたみ工程を実施した後に、巻取り紙状材料を個々
の裁断部分に裁断するように行われる。次に個々の裁断部分を折りたたみ、続いて縦継目
を備えさせる。縦継目は、後のパッケージのために設けられる底部領域から上部端部領域
まで延在している。縦継目は複合パッケージのプラスチック部分を溶融させることによっ
て形成されることが多い。この個々の複合パッケージ用半製品を製造した後、半製品を積
層し、所定のグループごとに搬出する。
【０００７】
　パッケージ用半製品の製造は、単位時間当たりの高生産速度を支援するため、極めて高
速で行われる。先に説明しなかった第１の方法ステップでは、金属フォイルを使用し且つ
プラスチックコーティング（たとえばポリエチレン）をコーティングしてカートンの巻取
り紙状層から複合パッケージ用出発材料が形成される。これらの方法ステップは連続方式
において個々の構成要素の高速搬送速度で実施できる。
【０００８】
　しかしながら、特に材料裁断部分の折りたたみプロセスステップと長手方向に延在して
いるシーリング継目の形成とによって生産速度をさらに上昇させるには限界があることが
明らかになった。詳細に最適化することによって生産を著しく向上させることを達成でき
るものの、不具合のない、信頼性のある、しかも適正価格の生産物に要求されるすべての
課題を満たすことはできない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の課題は、生産速度の向上が支援されるように、冒頭で述べた種類の方法を改善
することである。
　本発明の他の課題は、生産速度の向上が支援されるように、冒頭で述べた種類の装置を
改善することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この課題は、前記方法においては、シーリング継目を、巻取り紙状材料を個々の部分に
分断する前に生成させることによって解決される。
【００１１】
　また、前記装置においては、シーリング装置が巻取り紙状材料の搬送方向において分断
装置の前方に配置されていることによって解決される。
【００１２】
　シーリング継目を生成させるプロセススリットの時間的実施と、巻取り紙状材料を個々
の裁断部分に分断するプロセスステップの時間的実施とを技術水準に比して逆転させるこ
とにより、かなりの利点が得られる。シーリングに先行する折りたたみ工程の実施も、シ
ーリング継目自体の生成も、１つの連続的プロセスで、作用を受ける前記材料を連続的に
移動させて実施することができる。これにより、プロセスを実施する際の前記材料の搬送
速度を著しく高くさせることができ、よって生産時間は劇的に短縮される。さらに、付属
のプロセスステップを連続的に実施するので、それぞれのプロセスパラメータを簡単に且
つ極めて高精度で一定に保持することができる。これにより非常にハイクオリティのプロ
セス実施が可能になり、従って所定の生産品質で生産速度をさらに向上させることが可能
になる。
【００１３】
　有利には、生産物（特に食料品）の殺菌パッケージのために設けられる容器用の裁断部
分または外装部分(Mantel)の製造に適用される。
【００１４】
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　折りたたみラインを準備するため、折りたたみラインを形成するために巻取り紙状材料
に溝を形成するのが合目的であることがありらかになった。
【００１５】
　同様に、巻取り紙状材料を折りたたむことも考えられる。
【００１６】
　典型的な適用例は、折りたたみとシーリングとを、実質的に長方形の横断面をもった容
器を製造するために実施することである。基本的には、他の任意の形状の横断面が可能で
あり、たとえば三角形、多角形または丸みを帯びた横断面が可能である。
【００１７】
　シーリング継目の形成は、巻取り紙状材料のプラスチック成分を溶融させることによっ
て行う。殺菌シーリング継目を形成するため、生産物が開口している断面エッジと接触し
ないよう配慮する。
【００１８】
　簡潔な実施態様によれば、シーリング継目の形成を、巻取り紙状材料を折りたたんだ後
にして折りたたんだ構造を１つの平坦なチューブ状の形成物に統合した後に実施する。
【００１９】
　これとは択一的な製造方法の実施態様は、シーリング継目の形成を、巻取り紙状材料を
内部空間のまわりに折りたたんだ後に実施することである。
【００２０】
　図面には、本発明のいくつかの実施形態が図示されている。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】巻取り紙状材料を折りたたんだチューブ状の材料に移行させるための折りたたみ
工程を説明する斜視図である。
【図２】容器用裁断領域の折りたたみラインを説明する図である。
【図３】材料折り目を形成するための溝形成工程および押し抜き工程を説明するためのプ
ラント一部分の側面図である。
【図４】幅広の巻取り紙状材料を個々の部分に分断し、事前に折りたたみ、仕上げ折りた
たみを行い、長手方向に延在するシーリング継目を形成するためのプラント一部分の側面
図である。
【図５】容器裁断部分の搬出させるためのプラント一部分の側面図である。
【図６】巻取り紙状材料の事前保持領域での第１の作業ポジションを示す図である。
【図７】図６のプロセスステップに引き続き行われるプロセスステップを説明する図であ
る。
【図８】図７の工程の続きを示す図である。
【図９】事前折りたたみ工程の終了を説明する図である。
【図１０】仕上げ折りたたみの第１のプロセスステップを示す図である。
【図１１】図１０の仕上げ折りたたみの第２のプロセスステップを示す図である。
【図１２】図１１のプロセスステップの続きを示す図である。
【図１３】仕上げ折りたたみの最終プロセスステップを示す図である。
【図１４】仕上げ折りたたみを行うための第１のプロセスステップの他の実施形態を示す
図である。
【図１５】図１４のプロセスステップの続きを示す図である。
【図１６】図１４および図１５の仕上げ折りたたみの最終プロセスステップを示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　図１は本発明による基本原理を説明するための原理図である。巻取り紙状の材料（１）
は案内要素（２）に沿って搬送方向（３）に移動せしめられる。搬送方向（３）は巻取り
紙状の材料（１）の長手方向（４）に相当している。巻取り紙状の材料（１）は長手方向
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（４）にライン状の材料脆弱部（５）を有している。材料脆弱部（５）はたとえば溝ライ
ン、材料切除部、パーフォレーション、または熱負荷部として形成することができる。直
方体状の容器を製造するため、典型的には、ライン状の４つの材料脆弱部（５）を形成さ
せることで、この材料脆弱部（５）の領域で巻取り紙状の材料（１）の折りたたみ工程を
支援し、折りたたみラインの局所化を正確に設定する。横断面形状が他の形状である場合
には、これよりも多いまたは少ない折りたたみラインを使用する。
【００２３】
　案内要素（２）の課題は、材料脆弱部（５）のまわりでの巻取り紙状の材料（１）の折
りたたみ工程を設定して制御することである。最も簡単なケースでは、案内要素（２）は
巻取り紙状の材料（１）を案内する複数個のレールから成っている。摩擦損を最小にする
ため、特に、巻取り紙状の材料（１）を付勢するライン形成手段を案内要素（２）の領域
に配置することが考えられる。
【００２４】
　搬送方向（３）には、典型的には、互いに直列に且つ互いに間隔をもって複数個の案内
要素（２）が配置される。連続的な折りたたみ工程を支援するため、ライン形成手段は、
搬送方向（３）に相前後して折りたたみ工程をその都度より強力に進展させるように、案
内要素（２）の領域に位置決めされている。ライン形成手段が設けられているため、チュ
ーブ状に折りたたまれた材料が生じる。こりチューブ状に折りたたまれた材料は、空間的
には、内側の横断面が包み込まれるように、或いは、チューブ壁が互いに平坦に重なって
折りたたまれるように、配置されている。
【００２５】
　ライン形成が終了した後、チューブ状の基本輪郭に折りたたまれた巻取り紙状の材料（
１）は、まっすぐな壁部分によって画成される横断面が長手方向（４）に対し横方向に延
在するように処理されている。この種の横断面は典型的には正方形状に形成されている。
【００２６】
　ライン形成を終了した後、シーリング装置（７）の領域で、搬送方向（３）に延在する
シーリング継目（８）を生成させる。シーリング継目（８）はたとえば巻取り紙状の材料
（１）に含まれているプラスチック成分を溶接することによって生成させることができる
。同様に、溶接工程を実施するために適当な材料を別個に供給するか、或いは、シーリン
グ継目（８）を接着によって生成させてもよい。
【００２７】
　巻取り紙状の材料（１）に関しては、多数の種々の材料を使用できる。複合パッケージ
部材を製造するため、典型的には適当な複合材料が使用される。しかし、基本的には、図
１に図示した原理に従って他の巻取り紙状材料を加工することができ、たとえば紙、カー
トン、プラスチック、金属またはこれら材料の複合材および／または組み合わせから成る
巻取り紙状材料（１）を加工することができる。
【００２８】
　図２は、容器を製造するために設けられた、巻取り紙状の材料（１）の典型的な部分領
域を示している。まず最初に、すでに図１でも認められる材料脆弱部（５）が認められる
。さらに、巻取り紙状の材料（１）をチューブ状の材料に折りたたみ、図１に図示したシ
ーリング継目（８）を生成した後に、巻取り紙状の材料（１）を個々の裁断部分に裁断す
ることが見て取れる。また横ライン（１０）も見て取れる。横ライン（１０）は材料脆弱
部（５）と同様に折りたたみ、溝、またはパーフォレーションによって形成させることが
できる。後の容器において底部領域と上部密封領域が形成されるように横ライン（１０）
に沿って適当な裁断部の折りたたみが行われる。
【００２９】
　図３は、巻取り紙状の材料（１）加工するための、プロセス技術の点で最初のプラント
領域を示している。巻取り紙状の材料（１）はローラ（１１）の装置に供給される。連続
的作動を支援するため、巻き戻し（展開）領域（１２）には２つのローラ（１１）が配置
されている。第１のローラ（１１）は、プラントに、実際に加工される巻取り紙状の材料
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（１）を供給し、第２のローラ（１１）は、第１のローラ（１１）の消耗後に、生産物を
直接前進させる用を成す。巻き戻しを行ったローラ（１１）は新しいローラ（１１）に交
換することができる。
【００３０】
　巻取り紙状の材料（１）は、ローラ（１１）の領域で、典型的にはコーティング仕上げ
され、すでに印刷状態でストックされる。巻取り紙状の材料の供給を第１のローラ（１１
）から第２のローラ（１１）へ交替させる場合、新しいローラ（１１）の巻取り紙状材料
始端を以前のローラ（１１）の巻取り紙状材料終端とともに結合ステーション（１３）内
部で継合わせる。これはたとえば接着テープを使用して行うことができる。
【００３１】
　ローラ（１１）および巻き戻し部（１２）全体の重量が比較的大きいので、巻取り紙状
材料の搬送速度の制御または調整は巻き戻し部（１２）の制御では十分高速にならないこ
とが明らかになった。その代わりに振り子型ロールまたはダンサーロール（１４）を使用
する。振り子型ロールまたはダンサーロール（１４）は小さな慣性力で短時間にローラ交
替による巻取り紙状材料（１）の緊張力の差を一定に保つことができる。
【００３２】
　巻取り紙状材料（１）内部の所定の緊張力を設定するため、少なくとも１つの引張りロ
ール（１５）が使用される。補助的に、巻き戻し部（１２）の領域には制動装置が配置さ
れている。制動装置と引張りロール（１５）との協働により、巻取り紙状材料の所望の緊
張力が設定される。
【００３３】
　巻取り紙状材料（１）に対する位置情報の具体的提供は、制御センサ（１６）によって
行われる。１個または複数個の制御センサ（１６）を使用すると、巻取り紙状材料（１）
の位置ずれを検知して、後続工具に対する巻取り紙状材料の相対位置を変化させることに
よって、したがって巻取り紙状材料の緊張力を変化させることによって、前記位置ずれを
補正することが可能である。
【００３４】
　引張りロール（１５）を使用して生じる巻取り紙状材料の緊張力は、巻取り紙状材料緊
張力センサ（１７）によって検知することができる。図示した実施形態によれば、引張り
応力を生成させるために複数個の引張りロール（１５）が使用される。
【００３５】
　巻き取られたローラ（１１）の端部と新しいローラ（１１）の始端部とを前述のように
結合させる実施形態の場合、通常は、この結合工程を実施している間に結合ステーション
（１３）の領域で巻取り紙状材料（１）を静止させて、ストロークごとに(Stoss zu Stos
s)結合させることが必要である。この静止時間の間に生産の中断が生じないようにするた
め、ローラストレージ（１８）を使用する。ローラストレージ（１８）は多数のローラを
含んでおり、これらのローラを介して巻取り紙状材料（１）が案内される。これらローラ
相互の間隔を変化させることにより、ローラストレージ（１８）のストレージ長さが変化
する。従って、結合ステーション（１３）の領域で巻取り紙状材料（１）が静止しても、
これらローラが衝突することによって次のプラントに巻取り紙状材料（１）を供給するこ
とができる。巻き戻し部（１２）の領域で巻き戻し工程を一時的により迅速にさせること
により、その後再びローラストレージ（１８）を充填することができる。ローラ交換する
ための他の方法では、巻取り紙状材料の静止を省略することもでき、よってローラストレ
ージ（１８）を省略することもできる。
【００３６】
　ローラストレージ（１８）に引き続いて、巻取り紙状材料（１）をまず予破断ステーシ
ョン（１９）に供給する。この種の予破断ステーション（１９）を使用するのが合目的な
のは、巻取り紙状材料（１）をローラ（１１）で保管する工程に引き続いて、カートンか
ら成っている層の繊維が、撓みが生じるように配向されているからである。予破断という
プロセスステップにより、この望ましくない作用を消失させることができ、或いは、少な
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くとも減少させることができる。
【００３７】
　予破断ステーション（１９）の領域での予破断は、典型的には、巻取り紙状材料を予破
断ステーション（１９）の領域で巻き戻し方向とは逆方向に小さな曲げ半径で転向させる
ように実施される。これは、小さな径を備えたローラを使用して、巻取り紙状材料を巻取
り方向とは逆方向に案内して実現することができる。予破断ステーション（１９）での予
破断角を変化させることにより、生じる予破断モーメントをローラの実際の直径に連続的
に適合させることが可能である。このため、適当な制御部を使用する。
【００３８】
　搬送方向において予破断ステーション（１９）の後方には、巻取り紙状材料エッジサイ
ド制御部（２０）が配置されている。この巻取り紙状材料エッジサイド制御部（２０）は
、縦方向に対して横方向における巻取り紙状材料のずれを補正する。巻取り紙状材料のず
れは、たとえば、１つのローラ（１１）から他のローラ（１１）へ交替する際に巻取り紙
状材料の端部を結合させることによって生じることがある。
【００３９】
　巻取り紙状材料（１）の領域に、すべてのプロセスステップを終了した後に形成される
容器において開口補助手段の機能を有するパーフォレーションを生じさせるため、レーザ
ー（２１）を使用することが可能である。この種のパーフォレーションを機械的なパーフ
ォレーション工具（２２）によって形成させてもよい。溝形成工具（２３）を使用して、
図２に図示した横ライン（１０）を折り目として形成させる。後に製造されるパッケージ
の構成に応じては、巻取り紙状材料の長手方向に対し対角線方向に延在する折り目も溝形
成工具（２１）によって形成させてよい。
【００４０】
　図２に図示した、巻取り紙状材料の長手方向に延在している材料脆弱部（５）は、縦溝
形成工具（２４）によって形成させる。
【００４１】
　すでに印刷を終了した巻取り紙状材料（１）をローラ（１１）の領域でストックする場
合、パーフォレーション工具（２２）および溝形成工具（２３）によって行った材料加工
部を印刷像に対し正確に所定の位置に配置することが必ず必要である。この正確な相互配
置を保証するため、制御センサ（１６）は、典型的には、印刷機によって巻取り紙状材料
（１）を印刷する際に付された印刷マークを検知する。この印刷マークは次の作業ステッ
プに対する制御基準として用いられ、印刷像に対する相対関係を可能にする。制御センサ
（１６）によって検知された印刷マークの位置に応じて、巻取り紙状材料緊張力センサ（
１７）の測定値を考慮して、引張りロール（１５）および前記工具（２２，２３）または
レーザー（２１）の対応的な駆動を機械制御部によって行う。
【００４２】
　これとは択一的な実施形態によれば、横方向または対角線方向に延在する溝および／ま
たは縦溝および／またはパーフォレーションを、すでに巻取り紙状材料（１）をローラ（
１１）に巻き取る前に生成させ、対応的に準備された材料を巻き戻し部（１２）の領域の
ローラ（１１）上に配置することも可能である。この場合、パーフォレーションを実現す
る具体的な態様は、位置的所与条件、具体的な生産条件、具体的な生産物構造によって設
定される。
【００４３】
　適宜前処理した巻取り紙状材料（１）が図３に図示したプラント部分を離れた後、該材
料は図４に図示したプラント部分に供給される。ここで巻取り紙状材料（１）はまず該材
料をより幅狭の個々の巻取り紙状部分に分割させる縦切断装置（２５）に到達する。この
方法ステップが必要なのは、典型的には巻取り紙状材料の縦方向（長手方向）に対し横方
向に、図２に図示した複数個の裁断部分が形成されているからである。縦切断装置（２５
）により巻取り紙状材料（１）は個々の巻取り紙状部分に分割され、これら個々の巻取り
紙状部分はそれぞれ図２に図示した巻取り紙状材料幅を有している。縦切断装置（２５）
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の領域にたとえば回転式切断カッターを配置してよい。
【００４４】
　複合材から製造すべきパッケージに対する典型的な巻取り紙状材料サイズの場合、出発
材料においては図２に図示したように４つの裁断部分が横に並んでいる。従って、巻取り
紙状材料（１）が４つの個々の巻取り紙状部分に分割されたのであり、さらに、典型的に
は左右にエッジストライプが切り取られる。エッジ部分は吸引装置（２６）によって搬出
することができる。監視装置（２７）により、生成させた溝およびパーフォレーションの
、すでに述べた印刷マークに対する位置が検出、監視され、場合によっては測定データメ
モリに供給される。ずれを検出した場合には、機械制御部から巻取り紙状材料エッジサイ
ド制御部（２０）および／または引張りロール（１５）に対する制御が行われる。
【００４５】
　削り取りステーション（２８）の領域では、図１に図示したシーリング継目（８）を形
成するための準備処置が行われる。この準備処置は巻取り紙状材料（１）の機械的加工に
関わるものである。典型的な実施形態では、この機械的準備処置は削り取り、溝付け、置
き換え、しごき加工(Buegeln)に関わる。この種のプロセスの実施は、特に、巻取り紙状
材料（１）のポリエチレンから成る内側層によって保護されている、無菌処置をした継目
エッジの形成を支援する。
【００４６】
　はぎ取りステーション（２８）の領域では、縦切断装置（２５）によって形成された個
々の巻取り紙状部分（図示した実施形態では４つの個々の巻取り紙状部分）がまず巻取り
紙状材料エッジ配向装置（２９）に供給される。ここで個々の巻取り紙状部分は縦方向に
対し横方向に配向される。次に、はぎ取りステーション（３０）により、個々の巻取り紙
状部分のそれぞれの巻取り紙状部分エッジから、ポリエチレンとカートンとから成るスト
ライプがはぎ取られる。これによって生じた、個々の巻取り紙状部分の幅狭のはぎ取りエ
ッジストライプは溝形成装置（３１）によって中心に溝が形成され、置き換え装置（３２
）の領域でこの溝エッジを１８０゜置き換える。最後に、しごき加工装置（３３）を使用
して、置き換えた継目のしごき加工を行う。
【００４７】
　はぎ取りステーション（２８）の後方には監視装置（３４）が配置されている。監視装
置（３４）はおきかえられた継目のサイズを検出し、チェックし、場合によっては測定デ
ータメモリにファイルする。監視装置（３４）の具体的な測定結果に依存して巻取り紙状
材料配向装置（２９）の位置決めを行う。
【００４８】
　上述した、幅狭の置き換え継目の形成の代わりに、適当な領域にポリエチレンから成る
ストライプを使用してもよい。また、開口しているカートンエッジをシーリングしてもよ
い。他の実施形態としては接着材の使用である。
【００４９】
　搬送方向において監視装置（３４）の後方には、引張りロール（３６）の手前で巻取り
紙状材料の緊張力を測定する緊張力センサ（３５）が配置されている。搬送方向において
引張りロール（３６）の後方には、事前折りたたみステーション（３７）が配置されてい
る。事前折りたたみステーション（３７）は、図２に図示した、典型的には縦溝として形
成されている材料脆弱部（５）を事前に破断してしごき加工するために用いる。このため
、巻取り紙状材料は成形装置（３８）を通過するように搬送されて、しごき加工ステーシ
ョン（３９）に供給される。搬送方向においてしごき加工ステーション（３９）の後方に
は、展開装置（４０）が配置され、展開装置（４０）は、巻取り紙状材料の事前成形と事
前折りたたみを行った後に、再び展開させて平坦な帯状形状に戻す。
【００５０】
　図４に図示した実施形態によれば、巻取り紙状材料を他の引張りロール（４１）のまわ
りにチューブ状に案内した後（しかし有利にはダイレクトに案内する）、巻取り紙状材料
は１個または複数個の活性化ステーション（４２）に供給される。活性化ステーション（
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４２）の領域でストライプ状の個々の巻取り紙状部分のエッジが加熱される。この加熱は
たとえば熱気および／またはプラズマ処理および／または誘導性付勢および／またはガス
炎によって行う。熱源の選択および熱源のその都度の出力はその都度の巻取り紙状材料の
速度に適合させる。この適合はたとえばここの活性化ステーション（４２）をカスケード
状に接続することによって行うことができる。個々のまたはすべての活性化ステーション
の出力を変化させてもよい。前述した処置の組み合わせにより、特に、エネルギッシュな
立ち上がりを実現することができる。
【００５１】
　巻取り紙状材料の搬送方向において活性化ステーション（４２）の後方には、引張りロ
ール（４３）と、巻取り紙状材料の局所的な緊張力を検知するための緊張力センサ（４４
）とが配置されている。巻取り紙状材料の最終加工は仕上げ折りたたみステーション（４
５）の領域で行う。仕上げ折りたたみステーション（４５）は、主に、平坦な巻取り紙状
材料（１）を折りたたまれたチューブ状の状態へ移行させてシーリング継目（８）を生成
させるために用いる。
【００５２】
　巻取り紙状材料の配向は、まずエッジコントローラ（４６）によって行う。次に、成形
ステーション（４７）の領域で、図１に図示した案内要素（２）を使用して、巻取り紙状
材料を図２に図示した材料脆弱部（５）に沿って転向させる。このときに生じる転向継目
を、シーリング継目（８）によって巻取り紙状材料の両エッジを結合させる前に、まずフ
ィンガー（４８）によって固定する。この固定の後に、予め加熱しておいた巻取り紙状材
料の両エッジを互いに圧接させる。圧接工程により、摩擦結合を行うための外側の両連結
板の、加熱されたポリエチレンの溶接が行われる。
【００５３】
　この結合工程を行った後、しごき加工ステーション（５０）で、事前に形成したチュー
ブ状パッケージの、外側にある両溝のみを、しごき加工することにより、後の使用時に裁
断パッケージの側面状輪郭の急激な開口（ぱっと開くこと）を保証する。加熱したストラ
イプの冷却は冷却ロール（５１）を使用して行う。
【００５４】
　巻取り紙状材料（１）の搬送方向において押圧ロール（４９）と冷却ロール（５１）と
の間には、品質検出部（５２）が配置されている。品質検出部（５２）は、適当なセンサ
を使用して、シーリング継目（８）の位置とサイズとを検出し、この測定情報の記憶を行
う。品質検出部（５２）は付設の制御部を介してエッジコントローラ（４６）と接続され
、自動調整を行うようになっている。
【００５５】
　巻取り紙状材料（１）の搬送方向において冷却ロール（５１）の後方には、引張りロー
ル（５３）または引張りベルトと、横切断装置（５４）が配置されている。横切断装置（
５４）は典型的には横カッターを備えている。このため、特に有利には、回転カッターが
使用される。横切断装置（５４）は、チューブ状に折りたたまれた巻取り紙状材料を、図
２に図示した分離ライン（９）に沿って分断する。子と機、すでに述べたパッケージ外装
部分が個々の裁断部分として生じる。個々の裁断部は、引き出しローラ（５５）またはベ
ルトガイドを使用して、横切断装置（５４）の領域から搬出させる。
【００５６】
　横切断装置（５４）を使用して切断工程を実施する前に、長手方向にチューブ状に折り
たたまれた分断すべき巻取り紙状材料をそれぞれのカッターに対し正確に割り当てること
が必要である。この割り当ては、印刷工程でつけた印刷マークを使用して行うことができ
る。また、１個または複数個の溝ラインのポジションを評価してもよい。センサ（５６）
はこの制御マークまたは他のマークを検知して、その測定情報を横切断装置（５４）の駆
動部用の制御部に提供する。工藤は適宜制御され、それによって個々の巻取り紙状部分の
長さと生じた断面の位置とは印刷像に対し所定の公差範囲内にある。
【００５７】
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　特に、縦切断装置（２５）を使用して形成される個々の巻取り紙状部分のそれぞれに対
し別個の横切断装置（５４）および引張りロール（５３）を使用することが考えられる。
【００５８】
　ゲートステーション（５７）を使用することにより、品質検出部（５２）から提供され
る測定データに基づいてパッケージの欠陥のある外装部分を抽出し、或いは、品質条件を
維持する場合にはさらに搬送することが可能である。
【００５９】
　所定の公差範囲内の品質をもつパッケージ外装部分は、フレークステーション(Schuppe
nstation)（５８）によって薄層状(schuppenartig)に積層し、複数の軌道で対応的に薄層
状に保管する。パッケージ外装部分の積層物の搬出は、搬送装置（５９）を使用して行う
。搬送装置（５９）は典型的にはコンベアベルトとして形成されている。
【００６０】
　図５は、搬送装置（５９）とパッケージ機（６０）とを備えた最終のプラント部分を示
している。パッケージ機（６０）内では、積層されているパッケージ外装部分が梱包され
てパッケージ(Umkarton)が形成される。典型的には、これらのパッケージのそれぞれはほ
ぼ３００個のパッケージ外装部分を含んでいる。
【００６１】
　図６ないし図９には、事前折りたたみステーション（３７）の領域で成形装置（３８）
を実現するための第１実施形態が図示されている。巻取り紙状材料（１）を供給するため
、成形装置（３８）は、巻取り紙状材料を載置した誘導ローラを有している。当該誘導ロ
ーラの前方にしてしごき加工ステーション（３９）の後方に配置されている引張りロール
を使用して、巻取り紙状材料に所定の緊張力を生成させる。まきとの紙状材料エッジセン
サを使用して該材料の位置を測定し、検出した情報を付設の機械制御部へ送る。巻取り紙
状材料を予め設定した半径方向のポジションで保持するため、機械制御部により誘導ロー
ラの制御を行う。簡潔な実施形態によれば、誘導ローラは筒状に形成されている。しかし
任意のローラ輪郭を使用してもよい。
【００６２】
　当初ほぼ水平方向に配置されている巻取り紙状材料を、傾斜して配置されたローラを介
して、行ったライン形成部に対し相対的に位置調整して、生じたねじれを補正することが
できる。これにより、縦継目を形成するために巻取り紙状材料エッジを配向することが可
能である。上記ローラの位置決めと傾斜位置とは、好ましくは機械制御部によって制御す
る。その都度最適な角度は、転向すべき巻取り紙状材料連結板の具体的な長さに依存して
いる。
【００６３】
　図６は、巻取り紙状材料（１）が第１の成形要素（６１）によって第１の成形ステップ
を受けている説明図である。この場合、載置ローラ（６２）はすでに述べたように水平方
向に対し傾斜して配置されている。サイドガイドは円錐ローラ（６３）を使用して行って
いる。これによって巻取り紙状材料（１）は縦溝（６４）に沿って曲げられる。
【００６４】
　円錐ローラ（６３）は所定のガイドプロファイルの領域で巻取り紙状材料（１）を正確
に縦溝（６４）の領域で案内し、これによってストッパーを提供している。載置ローラ（
６２）の方向における巻取り紙状材料（１）の押圧は、押圧ローラ（６７）を備えた押圧
装置（６６）によって行う。
【００６５】
　図７は、成形装置（３８）の第２の成形要素（６８）を示している。ここでも水平方向
に対し相対的な調整角（６５）がある。
【００６６】
　第２の成形要素（６８）は、下部ローラ（６９）と上部ローラ（７０）とを有している
。場合によってはセンサを使用して検知される巻取り紙状材料エッジ相互の異なる角度位
置を、機械制御部によって設定されている上部ローラ（７０）の種々の回転数によって補
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正するために、上部ローラ（７０）はその都度別個に駆動されていてよい。
【００６７】
　第２の成形要素（６８）は、主に、巻取り紙状材料の結合部(Lasche)と中央部とを縦溝
（６４）内で真っすぐに成形するために用いる。
【００６８】
　第２の成形要素（６８）によってまっすぐに成形された縦溝（６４）は、図８に図示し
たしごき加工ステーション（３９）の領域でしごき加工される。しごき加工ステーション
（３９）のしごき加工ローラ（７１）相互の間隔は、カートン繊維の破断を変化させるこ
とができるようにするために調整可能である。
【００６９】
　図８は、しごき加工ステーション（３９）と第２の成形要素（６８）とをずらして使用
することを説明する図である。これにより極めてスペースを節約して、短い結合部を転向
させてしごき加工し、次に大きな結合部を小さな結合部のほうへ転向させてしごき加工す
ることが可能である。
【００７０】
　図９は、縦溝（６４）の領域にある巻取り紙状材料（１）をしごき加工ステーションの
２つのしごき加工ローラ（７１）だけで作用させるようにした位置的適合例を示している
。
【００７１】
　図１０ないし図１３には、仕上げ折りたたみステーション（４５）を実現するための第
１実施形態が図示されている。図１０は、水平方向に対し傾斜した調整角（７３）で配向
されている第１の成形要素（７２）を示している。事前折りたたみステーション（３７）
の第１の成形要素（６１）と同様に、巻取り紙状材料（１）は、円錐ローラ（７４）を使
用して、縦溝（７５）がまっすぐに成形されるように成形される。押圧ローラ（７７）を
備えた押圧装置（７６）は巻取り紙状材料（１）を、円錐ローラ（７４）を互いに結合さ
せている横ローラ（７８）対して緊張させる。
【００７２】
　図１１に図示した仕上げ折りたたみステーション（４５）の第２の成形要素（７９）も
、水平方向に対して斜めの調整角（７３）で配向されている。図７の事前折りたたみ工程
の場合と同様に、折りたたみは下部ローラ（８０）と上部ローラ（８１）とを使用して行
う。これにより、転向継目（８２）付設の結合部とともに下方へ案内される。
【００７３】
　図１２は、図１３に図示したシーリング継目（８）を形成するための準備段階を示して
いる。このため、第３の成形要素（８３）は縦溝（７５）のまわりに回動することによっ
て付設の結合部を下方へ案内する。案内要素（８４）は、第３の案内要素（８３）の領域
で、図１１に図示した転向継目（８２を固定し、これによって転向継目を裁断部分の対向
する結合部と平行に結合させることができる。案内要素（８４）はたとえばフィンガーま
たはローラレールとして形成されていてよい。択一的な実施形態によにれば、転向継目（
８２）はすでに事前プロセスではぎ取りおよび転向を行った後にしごき加工工程を実施す
る際に接着材を使用して固定される。この種のプロセスの実施形態では、案内要素（８４
）を省略することができる。
【００７４】
　図１３は最後のプロセスステップを説明する図で、このプロセスでは、図面に図示した
右側の結合部がはぎ取りステーション（２８）で形成した転向継目（８２）の上に置かれ
、結合部とこの継目とをシーリングローラ（８５）によって互いに結合させる。これによ
り、巻取り紙状材料の前もって活性化させたポリエチレンは互いに流入しあって、シーリ
ング継目（８）を生じさせる。シーリング継目（８）はこのとき無菌特性を有する。
【００７５】
　図１４ないし図１６には、仕上げ折りたたみステーション（４５）の第２の実施形態が
図示されている。この実施形態では、仕上げ折りたたみステーション（４５）の第１の成
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形要素（７２）によってほぼ楕円形の中空プロファイルが成形される。この場合も、水平
方向に対する第１の成形要素（７２）の調整角（７３）を設定する。円錐ローラ（７４）
に加えて、巻取り紙状材料（１）の結合部がエッジ領域において互いに重ねられ、その際
結合部は転向継目（８２）とともに内側に配置される。しごき加工すべき縦溝（７５）が
それぞれ円錐ローラ（７４）の屈曲プロファイルに当接するようにするため、巻取り紙状
材料（１）は補助的に内側にあるガイドローラ（８６）によって案内される。
【００７６】
　図１５は次の生産ステップを示しており、このステップでは、内側にある案内装置（８
７）を使用して、転向継目（８２）の領域で、互いに向き合っている結合部を統合させる
。補助的に、図１２の実施形態の場合と同様に他の案内装置（８８）を使用することがで
きる。
【００７７】
　図１６は図１３のシーリングステーション（８９）の変形実施形態を示している。ここ
では、互いに対向し合って配置される２つのシーリングロール（９０）を使用する。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】
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【図１３】
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【図１５】

【図１６】



(16) JP 2012-509792 A 2012.4.26

10

20

30

40

【国際調査報告】



(17) JP 2012-509792 A 2012.4.26

10

20

30

40



(18) JP 2012-509792 A 2012.4.26

10

20

30

40



(19) JP 2012-509792 A 2012.4.26

10

20

30

40



(20) JP 2012-509792 A 2012.4.26

10

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,SE,SI,S
K,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BH,BR,
BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IS,J
P,KE,KG,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PE,PG
,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

(72)発明者  ダールマンス　クルト
            ドイツ連邦共和国　５２５３８　ガンゲルト　フリーダーシュトラーセ　２５
(72)発明者  エッカリウス　ミヒャエル
            ドイツ連邦共和国　５２４４１　リンニッヒ　シラーシュトラーセ　９
Ｆターム(参考) 3E075 AA02  BA02  BA07  BA22  BB02  BB05  CA02  DA14  DB23  DB24 
　　　　 　　        DC16  DC17  DC26  DC28  DC44  DD12  DD45  GA02  GA04 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

